


























                                                   
1 「長野県出身であるか否かにとらわれず『I』の字のように一直線に信州に来てほしい」
という思いから、長野県が東京・大阪・名古屋に「I ターン相談室」を設置したことが始














































態」であると論じた（須藤 2011: 76）。また、1990 年代以降、海外に長期滞在する日本人
が増加しているが(外務省領事局政策課 2009：9)、その中で従来の海外移民のように、新
天地に就労機会を求める移住や、企業の駐在員としての移住では説明できない移住が現れ










































































































































ある（佐藤 2006: 166-7）。 
41 
 








































































































































経費について、隊員 1 人あたり 350 万円程度（報償費等については 200 万円程度）を上限
とする特別交付税措置が行われる。また、地域おこし協力隊は「定住自立圏構想」と大き







ている。2010 年（平成 22 年）11 月１日時点における『平成 22 年度 地域おこし現況調査』
では、2010 年度における地域おこし協力隊員の人数は 230 人で、うち 184 名が I ターン者
                                                   
7 総務省，2009，「地域おこし協力隊推進要綱」，(2011 年 8 月 29 日取得，
http://www.soumu.go.jp/main_content/000035200.pdf). 
8 総務省地域力創造グループ人材力活性化・連携交流室，2010，『平成 22 年度 地域おこ
し協力隊の現況調査の結果』総務省. 
9 総務省，2009，「地域おこし協力隊推進要綱」，(2011 年 8 月 29 日取得，
http://www.soumu.go.jp/main_content/000035200.pdf). 
















初の屯田兵であった（桑原 1985: 34）。その後、1890 年（明治 23 年）には平民からも屯田



















                                                   






13 北海道移住促進協議会には、北海道 179 市町村のうち、98 市町村が加盟している（2011
年 12 月現在）。 
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年度（平成 18 年）からはじまった。初年度の利用者は 417 名で、19 年度は 616 名、20 年
度は 803 名、そして 2009 年度（平成 21 年）には初年度の三倍の 1159 名である。平均滞在


























                                                   
14 くらすべ北海道ホームページ「北海道生活体験ちょっと暮らし」パンフレット web 版。
（2012 年１月 23 日取得）http://www.kurasube.com/krsb_top.php?MENU=26．また、2011 年
９月には、東京恵比寿で北海道暮らしフェアが開かれた。 
15 『北海道新聞』web 版 2011 年 12 月４日「体験移住事業『ちょっと暮らし』道内の利用






二地域居住の可能性が調査されている。二地域居住予定者の典型は 20 歳代と 50 歳代で、
後者は「子育てが終わり余生を楽しむ方法の一つとして二地域居住が選択されている」と







































































G さん（30 代、関東地方生まれ、男性）と H さん（30 代、北海道生まれ、女性）夫妻
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